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用語集

利水者・・・ 発電、水道、かんがい等を目的として河川水を利用（取水、
貯留）する権利（水利権）を有する者を言う。

水マネジメント懇談会の議論においては、水道事業者等な
どの公益事業者を指すものとする。

利水安全度・・・

取水制限・・・ 渇水時において、関係利水者間の調整に基づき、河川から
の取水量を減少させることを言う。なお、河川管理上は取水
制限の期間を一般的に渇水と言っている。

利水安全度とは、河川水を利用する場合における渇水に
対する取水の安全性を示す指標であり、一般に何年に１度
の規模の渇水に対してまで安定的に取水可能かを示してい
る。我が国ではダム等水資源開発施設の計画に当たっては、
一般に１０年に１回程度発生する規模の渇水を対象に安定
した取水が行えるよう計画されている。
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用語集

維持流量・・・ 舟運、漁業、観光、流水の清潔の保持、塩害の防止、河口閉
塞の防止、河川管理施設の保護、地下水位の維持、動植物の
保護等を総合的に考慮し、専ら流水の正常な機能の維持の目
的で確保されるべき流量。

確保流量・・・

水利流量・・・ 定められた地点より下流における流水の占用のために必要
な流量。

河川を適正に利用し流水の正常な機能を維持するために、ダ
ムからの補給を伴って確保する流量。

開発水量・・・ ダム等水資源施設によって新たに利用可能となる河川水量。

維持流量

ダムから水を補給する

開発水量（水利流量）

自然状態の流量
ダムに水を貯める

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

流
量

月

１年間の流量の変化とダムによる水資源開発のイメージ

洪水調節容量
（洪水調節による洪水対策

のための容量）
利水容量

（生活用水・工業用水等の利水を
確保するための容量）

不特定容量
（維持流量等確保するための容量）

生活用水、工業用水等を確保しようと
する利水者が開発水量に応じて負担

公共事業費により、国または
地方公共団体が負担

ダムの容量配分と費用負担
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水 利 秩 序

１．水利秩序の形成（19世紀まで）

(1) 江戸時代まで・・・灌漑用水、上水、舟運

(2) 江戸時代末期・・・主要な河川の殆どは農業用水水利権が先占 ＝ 慣行水利権の形成

(3) 旧河川法（1896年）の制定

伝統的秩序の継承・・・許可制の導入（慣行水利権は許可みなし）

２．灌漑用水と発電水利・都市用水の調整（20世紀）

水力発電、鉱工業用水、水道用水の需要増加 → ダム建設等による水資源開発

水資源逼迫・・・暫定豊水水利権の設定、渇水調整

３．新河川法（1964年）の制定

利水関係規定の整備（異常渇水時の条文の明文化）

４．渇水調整協議会の設立促進

渇水時における円滑な水利使用を促進するため、通達（1974年）により体制の整備を周知
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［これまでの状況］

［現在の状況］

［今後の方向性］

［基本的認識］

・水需要は確実かつ着実に増加。

・水需要の実績は横ばいあるいは低下。

・投資余力が減少していること等から、長期的な展望に対応するた
めのダム等の供給施設の整備は困難。

生活用水、工業用水等の需要に対して安定的な水供給を確保することは、各利水者の責務。

・水量の確保と同様に水供給の安定性に対
して投資。

・渇水時の水利用の調整について、
（財政）負担に応じた受益が得られ
るような考え方の導入。

水マネジメント懇談会の論点整理

・度々発生する渇水に対しては、社会
的な影響（国民生活への影響）を極力
回避する観点から互譲の精神で水利
用を調整。（実績取水量を重視。）

・水源の確保が水需要に追いつかない利水者
は、暫定水利権により最低限の水量を確保。

・社会経済情勢から先行投資は無駄
にならない。

・水需要に対してダム等の供給施設を後追い
的に整備。

・右肩上がりの水需要に対応してダム
等の水資源開発に先行投資。

水源の確保による目標達成について利水者毎のアンバランスが発生

・先行的に水源を確保した利水者にとっては、社会経済情勢の変化によ
り、これまでの投資がむしろ負担。（一部の開発水量が未利用のまま。）

・一部の利水者の暫定水利権も
早急には解消されない。

・気候変動によるダム等の水供給の実力が低下。（計
画目標とした利水安全度（水の安定供給）は未達成。）

・全体として、著しい水需給（水量）の格差は計画上解消しつつあるが、
依然として、現実には安定的な水供給ができない（渇水が頻発する）と
いう「潜在的な利水安全度の低下」が発生。

・水利用の合理化や節水努力を前提にする
ことにより限られた水源で水供給の安定性
を確保。

エンドユーザーへの説明責任を果たしつつ、利水者毎の判断により様々な手法を選択

安定的な水供給を確保するために、どのような手法で如
何にして責務を達成するのかを各利水者がそれぞれの
判断で明確にできる段階に。

全体として水需要に対する水源の確保が追いつかない状況下で、安定的な水供
給を確保するという責務について、各利水者が個々に判断し、選択することが困
難。（水資源開発による水源の確保を優先。）

今後確保できる水源に限界があることが明らか

水
供
給
の
現
状
と
見
通
し
に
関
す
る

説
明
責
任
は
、
河
川
管
理
者
の
責
務
。
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［基本的認識］

［これまでの状況］

［現在の状況］

［今後の方向性］

○生活用水、工業用水等の需要に対して安定的な水供給を確保
することは、各利水者の責務。

○全体として水需要に対する水源の確保が追いつかない状況下で、
安定的な水供給を確保するという責務について、各利水者が個
々に判断し、選択することが困難。（水資源開発による水源の
確保を優先。）

・水源の確保による目標達成について利水者毎のアンバランスが
発生。

・今後確保できる水源に限界があることが明らかに。

○安定的な水供給を確保するために、どのような手法で如何にし

て責務を達成するのかを各利水者がそれぞれの判断で明確に

できる段階に。

○エンドユーザーへのアカウンタビリティを果たしつつ、利水者

毎の判断により様々な手法を選択。
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論点１ （水利用・水供給の現状の評価）

●水利用の安全度に関する評価を行った結果、水資源開発の
遅れや近年の降雨量の年変動が大きいことなどにより、
所期の安全度が確保されていない。

●近年においても、河川から十分な取水ができないこと等に
よる渇水被害が頻発。

●今後、河川の流量の確保方策とこれに伴う負担等の課題へ
の対応、確保された水の使い方について、議論が必要。
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論点２ （渇水時の水利用のあり方）

●渇水時には、取水制限等の渇水調整により、ダム貯水の有
効利用を図り、国民生活、社会経済活動への大きな影響
を極力回避。

●現状では、水利用の実態を重視し、実績取水量等に応じた
取水制限を実施。

●渇水時において、投資（負担）に応じた受益が得られない
ことの不満、不公平感が顕在化。

●ダム等に投資することにより、開発水量を多く確保した利
水者の立場では、実績取水量ではなく開発水量に応じた
取水制限とするという考え方の検討が必要。
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65歳以上
（老年人口）比率

15～64歳
（生産年齢人口）比率 

0～14歳
（年少人口）比率

平成６２年（2050）年までに老年人口は36％程度となり

高齢化が進展。

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成14年１月）

年齢3区分別人口とその比率の推移（千人）

（年）

実績値 推測値

（％）
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我が国の出生率は、昭和49年（1974年）以降おおむ
ね低下を続け、平成13年(2001年)には、1.33まで
低下している。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口問題研究」、厚生労働省統計情報部「人口動態統計」

出生数及び合計特殊出生率
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地下水
26%

河川水
71%

湧水等その他
3%

ダム等を活用
して確保され

た水量
55%

自然の
水量
45%

ダム等を活用して
確保された水量

都市用水

300億m3/年

ダム等による水資源開発により都市用水
（生活用水＋工業用水）の約５割を確保している。

（注）1.都市用水とは生活用水と工業用水の合計
2.国土交通省水資源部調べ

都市用水の水源の内訳（全国）
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利根川・荒川水系での水需給の変化

(m3/s)

平成１０年（１９９８年）

(m3/s)

昭和６１年（１９８６年）

■ダム等による
開発水量

近年の降雨実績に基づき評価
すると水供給の実力が低下

■利根川・荒川（自流）
地下水、他水系に

依存している水量

■（安定）水利権に
基づき取水

■（暫定）水利権に
基づき取水

水の供給能力
（計画）

水の供給能力
（実力）

水利用の実績
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新たな水利用を可能とするための水資源開発は、
それぞれの利水者の負担により実施。

開発水量（水利流量）

維持流量

自然状態の流量

ダムから水を補給する

ダムに水を貯める

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

流
量

月

１年間の流量の変化とダムによる水資源開発のイメージ

洪水調節容量
（洪水調節による洪水対策のための容量）

利水容量
（生活用水・工業用水等の利水（開発水量）

を確保するための容量）

不特定容量
（維持流量等確保するための容量）

生活用水、工業用水等を確保しようと
する利水者が開発水量に応じて負担※

公共事業費により、国または地方公共
団体が負担

多目的ダムの容量配分と費用負担

※生活用水については厚生労働省、工業用水については経済産業省の補助金の制度がある。
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水資源開発の方式の比較

・ダム群として貯水容量を最も
有効利用し、水系の合理的水
利用が可能。

・大水系で多数ダムを運用する
際に効果的な管理が可能。

・運用段階においても、個別ダ
ムの容量を計画通り使用する
事が可能。

・利水者毎の貯水容量の使用
状況を明確にする事が可能。

特徴

ダム群として全ダムの開発水
量を効率のよいダムから補給
する。

[補給は下流ダム、貯留は上流

ダムから（並列ダムは容量比）
行う。]

ダム毎に自らの開発水量分だ
け補給する。

（ダム設置の順序により補給・
貯留を行う。）流況調整

プール方式シリーズ方式
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ダムによる水資源開発の計画は、先行するダムによる水の貯留・補給後の
流況に対して、後発のダムが貯留・補給を行う「シリーズ方式」で水資源開
発を行うのが一般的。

A

B

C

A

B

取水地点
貯留

ダム毎に
貯留

補給

ダム毎に
補給

A
B
C

Aダム運用後の流況
Bダム運用後の流況
Cダム運用後の流況

Aダム：最初に建設されたダム
Bダム：2番目に建設されたダム
Cダム：3番目に建設されたダム

シリーズ方式の水資源開発

貯留

上流ダム
より貯留

補給

直列のACは下流Cダムから
並列のA,Bは容量比で補給

A

B

取水地点

仮想ダム

A
B
C

プール方式の水資源開発

C C

流
況

年月日

流
況

年月日

水需給が逼迫する水系においては、
「プール方式」の水資源開発を実施。
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○取水制限ありの場合
日

流
量

大幅な取水制限が必要

ダム貯水の枯渇を避けるため、段階的に河川からの取水を
制限することにより、ダム貯水を有効利用。

ダム補給量

取水量を90％

に削減

10％取水制限 20％取水制限

河川の自然流量

確保流量

水利権100％取水時

取水制限開始

取水量を80％

に削減

日

流
量

○取水制限ありの場合

○取水制限なしの場合
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開発水量

水利権量

取水実績量

水系によっては
取水計画量又は使用計画量

上・工・農水とも

取水計画量

農水：水利権量

上・工水：取水実績

上・工・農水とも

取水実績

上・工・農水とも

取水実績

上・工・農水とも

取水実績

上・工・農水とも

取水実績

利根川

豊川

木曽川

淀川

吉野川

筑後川

主な水系における取水制限の基準となる取水量の考え方
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ダム等の水資源開発と利水者の取水のイメージ

ダム

海

維持流量

ダムから水を補給する

開発水量（水利流量）

自然状態の流量
ダムに水を貯める

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

流
量

月

１年間の流量の変化とダムによる水資源開発のイメージ

洪水調節容量
（洪水調節による洪水対策

のための容量）
利水容量

（生活用水・工業用水等の利水を
確保するための容量）

不特定容量
（維持流量等確保するための容量）

生活用水、工業用水等を確保しようと
する利水者が開発水量に応じて負担

公共事業費により、国または
地方公共団体が負担

ダムの容量配分と費用負担

利水者Ａ
利水者B

利水者A
（120）

利水者B
（100)

取水

ダムから補給
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ダム等の水資源開発への投資（負担）に拘らず、水利用の
実態を重視し、取水実績に応じた取水制限を実施。
（投資（負担）に応じた受益が得られないことの不満）

利水者Ａ（開発水量＞実績取水量）

開発水量 実績取水量

開発水量 実績取水量

開発水量 実績取水量

100

100

100

-30%

（-24%）

30

70

76

平常時

実績取水量に対して
30%取水制限の場合

（現在の一般的な方法）

投資した開発水量に対して
36%取水制限した場合

24

利水者Ｂ（開発水量＝実績取水量）

開発水量 実績取水量

100

開発水量 実績取水量

100

30

70

-30%

開発水量 実績取水量

100

36

64

（-36%）

渇水時

120

50

70

（-42%）

-36%

76

44

30

70

（-30%）

100

36

64

-36%
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河川の流水が本来有する機能が維持できるように

川の流量を確保。

流況改善前 流況改善後（1.3m3/秒）

豊川大野頭首工下流の流況改善効果（試験放流）

愛知県南設楽郡鳳来町大字大野地先

流水の正常な機能の維持
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現在の国民生活の前提となっている食料品等の
輸入を通じた水（仮想水）の輸入

２０００年度の政府の食料需給表などから推計した日本の仮想水輸入量

出典：第６回水資源に関するシンポジウム論文集「日本を中心とした仮想水の輸出入」
三宅基文・沖大幹・虫明功臣（2002年8月）

15

5

256
27

596

54

その他：72

総輸入量：1,035億ﾄﾝ/年

10
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おいしくなった首都圏の水
江戸川流水保全水路事業の効果
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過去の主な渇水

期間 日数他
昭和３９年 東京都 ７．１０～１０．１ ８４日間 最大取水制限率５０％ 東京５輪渇水

昭和４２年 長崎市 ９．２５～１２．５ ７２日間 長崎渇水

昭和４８年 高松市 ７．１３～９．８ ５８日間 高松渇水

昭和５３年 福岡市 ５．２０～翌３．２４ ２８７日間 最大取水制限率５０％ 福岡渇水
１日平均給水時間１４時間
のべ給水制限時間4,054時間

昭和６２年 東京都　他 ６．１６～８．２５ ７１日間 最大取水制限率３０％ 首都圏渇水

平成６年 関東以西 ７．１１～翌５．３１ ６７日間（高松市） １日最大断水時間　１９時間 列島渇水
１２３日間（松山市） １日最大断水時間　１９時間
２９５日間（福岡市） １日最大断水時間　１２時間
２１３日間（佐世保市） １日最大断水時間　２０～２１時間

平成８年 東京都　他 ８．１６～９．２６ ４２日間 最大取水制限率　４０％（草木ダム） 首都圏渇水
　　　　　　　　　　　他３０％

年 地域
給水制限

備考


